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国土総合研究機構 
国土総合研究機構は、下記の①～③を目的に㈱建設技術研究所、日本工営㈱、パシフィックコンサ

ルタンツ㈱の３社によって、平成 12 年 12 月に設立された組織です。 
地方分権化および民営化の動向ともあいまって建設コンサルタントの役割も調査・計画・設計・施

工管理に加え、維持管理、発注者支援、政策提言へと拡大しつつあります。さらに循環型社会への移
行、急速に進展しているIT革命への対応や国際競争力の確保など、解決しなければならない課題が多
くあります。 
このような状況の中にあって建設コンサルタントは、一層の技術力向上と新たな事業領域への積極

的展開を図り、安全で住みよい環境の形成へ向け、高度で良質な提案を行っていくことが求められて
います。このため、３社は、建設コンサルタントのリーディングカンパニーの一員として、社会的地
位の向上のために共同で実施すべきことについて検討し、推進することとしました。 

① 社会資本のあり方並びに良質な社会資本形成に向けた技術面の共同研究 
② 建設コンサルタントの新たな市場開拓と社会的地位の向上に関する提言 
③ 構成企業及び建設コンサルタントの経営基盤の強化 

現在、同機構には、７つの研究会（「次世代ビジネス研究会」「インフラストラクチャーマネジメン
ト研究会」「教育研修研究会」「LCDM研究会」「観光まちづくり研究会」「電子納品実務研究会」「デザ
インビルド研究会」）を設けて活動を行っています。 
 このたびのアンケート調査は、次世代ビジネス研究会が担当しています。 
＊LCDM：Life Cycle Data Management 

次世代ビジネス研究会メンバー 

建設技術研究所 常務取締役          小松泰樹（世話役） 
東京本社河川部     部長 西村達也 
東京本社情報部     部長 礒部猛也 

 日本工営    中央研究所 兼 技術企画部 所長兼部長（取締役執行役員） 吉田 保 
  コンサルタント国内事業本部 東京支店 営業企画部 次長  上田裕之 
 コンサルタント国内事業本部 事業企画室 課長       西畑賀夫 

 パシフィックコンサルタンツ  
取締役 国土保全技術本部長   高木茂知 
品質技術本部     本部長 水谷 進 
企画部長           西矢義人 

   （事務局  和作幹雄 建設技術研究所 技術本部開発企画部 部長) 
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１．アンケート調査の目的 
国土総合研究機構の次世代ビジネス研究会では、21 世紀における社会資本整備にお

いて大きな役割を担う建設コンサルタントの重要性を認識し、建設コンサルタントの

魅力アップを図るべく施策を研究している。 
 この一貫として、「土木系の大学」と「国土総合研究機構の３社の社員」に対して、

建設コンサルタントの魅力に関してアンケート調査を実施することにした。 
 
２．アンケート調査の実施対象 
(1)土木系の大学 
 全国の大学から、以前「土木学会誌」の特集「土木工学科の変革」で取り上げられ

た土木系の学科を対象に 101 学科（国立 52 学科、私立 49 学科）を抽出し、学科の就

職担当の方を対象にアンケート調査を実施した。 
 
(2)国土総合研究機構の３社の社員 
 国土総合研究機構を組織している（株）建設技術研究所、日本工営（株）、パシフ

ィックコンサルタンツ（株）の全社員を対象に、アンケート調査を実施した。 
 
３．調査方法 
(1)土木系の大学 
 アンケート調査は、学科へ依頼文とアンケート記入用紙を郵送し、回答後に返送い

ただいた。 
 
(2)国土総合研究機構の３社の社員 
 ３社のイントラに直接アンケート結果を記入できるようにし、その結果を集計した。 
 
４．調査期間 
 土木系の大学        ：平成 19 年 8 月 1 日（水）～ 9 月 25 日（火） 

 国土総合研究機構の３社の社員：平成 19 年 9 月 10 日（月）～10 月 15 日（月） 
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５．アンケート調査内容 
(1)大学の就職担当に対するアンケート調査 

１．大学の種類 

(1) 学部・学科の名称  (2) 今年就職する男女の比率 

２．最近の学生の就職状況 

(1) 学生の就職先の変化を学部と大学院に分けて記入 

・進路の調査年度：H19、H18、H16、H9 

 ・進路：建設コンサルタント、公務員、建設会社、その他土木関係、その他（金融、IT 関連、

メーカー、シンクタンク、他） 

(2) 建設コンサルタントへの就職が 10 年前に比べて減った理由と増えた理由 

３．学科の魅力アップのための工夫について 

(1) 最近、学科を志望する学生の増減 

(2) 土木系学科を志望する学生を増やすための努力の内容（学科名の変更など） 

(3) 土木系学科内において魅力アップを行っている研究室の有無と努力の内容 

４．建設コンサルタントの魅力について 

(1) 建設コンサルタントに魅力を感じているか 

(2) 建設コンサルタントの魅力は、5年ほど前に比べて増しているか 

(3) 他の業種に比べて建設コンサルタントが魅力ある、又は魅力が無いと思っている項目 

(4) 建設コンサルタントの魅力向上に何が必要か 

５．事業展開の方向性について  

建設コンサルタントの今後の事業展開の方向性として特に重要だと思うのは何か 

 
(2)３社の社員の方へのアンケート調査 

１．属性 

年齢、職種、専門分野、経歴、現在の会社での勤務年数 
２．建設コンサルタントの魅力について（大学へのアンケートの４．と同じ） 

３．事業展開の方向性について 

４．建設コンサルタントの現状、将来性及び認知度について 

4.1 建設コンサルタントの現状や将来性について 

（1）給与について 

1) 現在の建設コンサルタントの給与水準は満足できる水準にあると思うか。 

2) 今後改善されると思うか。 

3) どのようにすれば給与水準が改善されると思うか（事務価値の向上など）。 

（2）労働環境について 

1) 現在の建設コンサルタントの労働環境は満足できる水準にあると思うか。 

2) どのようなことに不満足ですか（労働時間、福利厚生など）。 

（3）社会貢献について 

1) 建設コンサルタントの仕事は社会に役立っていると思うか。 

2) 今後建設コンサルタントの社会貢献度を上げるには何が重要と思うか。 

 



 3

（4）建設コンサルタントの業務実施上の立場について 

1) 現在、建設コンサルタントは事業の中心的な役割を担っていると思うか。 

2) 今後、事業の中心的な役割を担えるようになると思うか。 

3) どうすれば事業の中心的な役割を担えるようになると思うか（発注制度の改革など）。 

（5）建設コンサルタントの将来性について 

1) 現在の建設コンサルタントの市場は将来性があると思うか。 

2) 今後将来性があるように改善されると思うか。 

3) どうすれば将来性が出てくると思うか。 

4.2 社会の認知度について 

（1）建設コンサルタントの認知度について 

1) 建設コンサルタントの会社や業務は、社会に知られていると思うか。 

2) 今後認知度は向上すると思うか。 

3) どうすれば社会に知られると思うか（オピニオンリーダーの活躍など）。 

（2）建設コンサルタントへのイメージについて 

1) 顧客、株主、取引先、家族、学生などの関係者や土木建設産業界から見て、建設コンサル

タントのイメージは良いと思いますか。 

2) どうすればイメージがよくなると思うか。 
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６．大学の就職担当者へのアンケート調査結果 
6.1 回答数 

回答いただいた学科  国立大学 23 学科  私立大学 20 学科 

全体で約 4割の学科からご回答をいただいた。 

6.2 アンケート調査結果 

(１) 大学の種別と学生の性別 

平成 19 年度の学生の約 9 割が男子である。そのうち、国立の学部生は、女子が約 2 割と多い。 

(２)学生の進路状況 

１）平成 19 年度の進路 

平成 19 年度の学生の進路別の人数をみると、建設コンサルタントは、建設会社、進学についで

第 3位である。進学の大半は学部であるが、これは大学による大学院への進路指導と、学部卒の

採用の減少が影響しているものと思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ＊進学については、アンケート項目にありませんでしたので、追記いただいた回答をもとに推定しております
のでご了解下さい。 

２）最近 10 年間の進路状況の経年変化 
・平成 9 年と 19 年の学生の進路の経年変化を見ると 10 年間で学生数が約 2 割減少している。 
・建設コンサルタントの人数は約 6 割減少し、第 2 位から第 3 位（進学、建設会社の次）へと順

位を下げている。建設会社の約 4 割に比べて減少の幅が大きい。公務員も約 6 割減少している。 
・他産業（金融、IT、メーカー、シンクタンク、他）は、10 年間で約 2.3 倍（比率では 9％から

25％へ）と大幅に増加している。「他」は、約 2.4 倍へと増え多様化（不動産、運輸・物流、建

築・住宅、農業、サービスなど）している。 
・進学者は、人数はそれほど増えてはいないが、相対的に比率が 18％から 24％へと増えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H19進路別の人数
（学部37＋大学院35）　3,145人
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(３)建設コンサルタントへの就職者の増減の状況 

１０年前に比べて減少している理由を問うと、「求人が減った」と「イメージが悪い」が多いが、

これは建設コンサルタントに限らず、土木系に共通のことと思われる。 

増加している理由としては、次のようであり大学院生に知的産業として認められつつあることは

希望を持てる点である。 

・建設会社以外の有効案就職先として建設コンサルタントを認知している。 

・環境、維持管理、防災関連のニーズが増大している。 

・大学院生は高い専門性を生かすため、業界の実態を把握して建設コンサルタントを選定して

いる。 

 
(４) 学科の魅力アップのための工夫 

  土木系学科への志望は明らかに減少傾向にあり、特に私立で深刻である。 

 大学では、志望者を増やすために学科の名称を変えている大学が多いが、そのほかでは、高校訪

問や出前講座、オープンキャンパスなどの取組みが行われているが、特に、地域活動、外部との共

同研究など、地域密着性、社会連携に活路を見いだそうとしている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

学科志望学生は増えていま
すが？（国立＋私立）

②減っ

ている

67%

③変

わって

いない

26%

①増え

ている

7%

私立大学

88%

10% 2%

国立大学

9%

50
%

41
%
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７．３社の社員へのアンケート調査結果 
7.1 回答者の属性 
 679 人から回答があったが、これは 3社社員数の約 3割である。 

 年齢別には、30 才代が 40％、40 才代が 25％、50 才代が 16％、20 才代が 15％の順で、職種

別には、技術が 83％、営業が７％の順である。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 経歴では、大学等を卒業後に同一会社勤務者が 74％を占め、同業者や異業種を経験した途中

入社が 23％を占める。 

 勤続年数では、５年未満が最も多く 26％、15 年未満が 21％、10 年未満が 18％、20 年未満が

15％の順である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7.2 アンケート調査結果 

（１）建設コンサルタントの将来性と認知度について 

1）建設コンサルタントの現状や将来性について 

ａ) 給与について 

 現在の給与水準に約 6割が不満と回答している。 

 経歴の違いで見てみると、異業種経験者は、他（大学卒業後入社、同業転職者）に比べて「満

足」している人が多いのは、興味深いところである。 

 また、「今後改善すると思っていない人」は、全体で 6割以上いるが、異業種経験者は、他に

比べて改善されるという意見が多い。 
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41%

40才代

25%

50才代

16%

60才代以上

3%

総務

2%
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企画・技術管理

4%
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83%

その他

2%
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74%

同業者を経験

15%

異業種を経験

8%

公共機関等を経験

3%

5年未満

26%

10年未満

18%

20年未満

15%

25年未満

6%

30年未満

8%

35年以上

6%

15年未満

21%

【年齢別】 【職種別】 

【入社経歴】 【勤続年数】 
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【給与水準の改善方法】

【給与に対する満足状況】 

【労働環境の満足状況】 【不満な点】

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 どのようにすれば給与水準が改善されるかという問いには、「業務価値の向上（歩掛、料金体

系等の改善）」、「生産構造の改革」、「業界再編」の順で回答が多い。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ) 労働環境について 

 労働環境に不満を持っている人は、８割以上を占める。 

 不満については、労働時間が最も多く、７割以上を占め、次いで福利厚生、教育研修の順と

なっている。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 経歴の違いでみると、異業種経験者は、他の人に比べると、労働環境に不満を持っている人

は少ない。 
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【社会貢献の有無】

 
ｃ) 社会貢献について 

 「建設コンサルタントの仕事は社会に役立っているか」の問いには、「大いに思う」と「思う」

を併せると８割を超える。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

経歴の違いでみると、大学等卒業後の同一会社勤務者や同業種経験者は、異業種経験者に比

べると、社会に役立っているという意見が多い（意識が強い）。しかし、「大いに思う」は、異

業種経験者が多く注目に値する。 

 

「社会貢献度を上げるには何が重要か」の問いでは、「社会への PR（広告の掲載）」や「地位・

認知度の向上」の回答が多い。 
3 社の社員の勤務年数の違い

をみると、10 年未満の人は、社

会貢献度をあげるためには、「社

会への PR」や「地位・認知度の

向上」という意見が多いが、10

年次以上になると「発注者との関

係改善」という意見が多くなる。 

 

ｄ) 建設コンサルタントの業務実施上の立場について 

 「建設コンサルタントは事業の中心的な役割を担っているか」の問いには、「担っていると思

う」人は２割程度で、「思わない」と「どちらでもない」を併せると、７割以上である。 

 また、「中心的な役割を担えるようになるか」に対しては、「担えるようになると思っている」

人は約 4割いる。 

 

0 5 10 15 20 25 30 35

社会へのＰＲ

地位・認知度の向上

品質の確保と向上

発注者との関係改善

ビジョン策定や事業企画のための能力向上

エンドユーザーサービスの提供

環境対策の提案

地域密着の提案

政策・施策の提言

業界の体質改善

(%)

10年未満

10年以上

大いに思う
23%

思わない
5%

その他
8%

思う
60%

未回答
4%

大学卒業後

思う

63%

大いに思

う

23%

思わない

5%

その他

9%

同業種経験

その他

5%
思わない

4% 大いに思

う

26%思う

65%

異業種経験

思う

47%

大いに思

う

34%

思わない

8%

その他

11%

【社会貢献度を上げるため必要な項目】 
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【事業の中心的な役割を担えるか】 【今後、中心的な役割を担えるか】

【事業の中心的な役割を担えるようにする方法】

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

勤務年数の違いでみると、10 年以上の半数の人が事業の中心的役割を担えるようになると思

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「どのようにすれば事業の中心的な役割を担えるようになるか」への回答は、「業務の位置付

けの改革」が最も多く、「発注制度の改革」「技術力や対応能力の向上」の順となっている。 

経歴に違いでみると異業種経験者は「発注制度の改革」の意見が少なく、「技術力や対応能力

の向上」の意見が多い。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

思う
20%

どちらでもない
30%

思わない
45%

未回答
5%

思う
36%

思わない
21%

どちらでもない
18%

未回答
25%

業務の位置づけ
19%

技術力や対応能
力の向上

7%
その他

3%

未回答
51%

著作権等権利関
係
3%

品質の向上
1%

一般へのPR
3%

発注制度
13%

大学卒業後

発注制度

30%

著作権等権

利関係

6% 業務の位置

づけ

39%

品質の向上

2%

その他

6%
技術力や対

応能力の向

上

11%

一般へのPR

6%

同業種経験

一般へのPR

7%

技術力や対

応能力の向

上

16%

その他

9%

品質の向上

0%

業務の位置

づけ

41%著作権等権

利関係

7%

発注制度

20%

異業種経験

発注制度

14%

著作権等権

利関係

7%

業務の位置

づけ

35%

品質の向上

4%

その他

4%

技術力や対

応能力の向

上

29%

一般へのPR

7%

【10年未満の意見】

思う

42%

どちらで

もない

27%

思わない

31%

【10年以上の意見】

思う

53%

思わない

26%

どちらで

もない

21%



 10

【現在の将来性の有無】 【今後の将来性の有無】 

ｅ) 建設コンサルタントの将来性について 

 「建設コンサルタントの市場は将来性があると思うか」の問いには、「思っている」人は約２

割を占め、「思わない」と「どちらでもない」を併せると約７割を占めている。 

 今後将来性があるように改善されるかに対しては、「思っている」人は約２割弱であり、「思

わない」と「どちらでもない」を併せると半数以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 経歴の違いでみると、異業種経験者は、他の人に比べると、将来性があるという意見が多く、

将来性があるように改善されるという意見も多い。業界の中と外では感覚が異なることは興味

深い点である。 
 
 
 
 
 
 
 

「どのようにすれば将来性が出てくると思うか」の問いには、「新規事業への展開(異業種との

連携等を含む)」が最も多く、「業界再編」「地位・認知度の向上」「民間や海外等の新規事業への進出」

がつづく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

思う
22%

思わない
44%

どちらでもない
29%

未回答
5%

思う
18%

思わない
30%

どちらでもない
26%

未回答
26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学卒業後

同業種経験

異業種経験

思う 思わない どちらでもない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学卒業後

同業種経験

異業種経験

思う 思わない どちらでもない

【将来性の有無】 【将来性の改善の有無】 

0 5 10 15 20 25

新規事業への展開

業界再編

地位・認知度の向上

民間あるいは海外等の新規事業への進出

社会貢献と社会へのアピール

技術力の向上

市町村や県との技術面での支援協定の締結

地域に密着したサービスの提供

社会変化に合わせた柔軟な対応

公務員数の減少

技術競争・品質競争の拡大

設計・施工・維持管理までのトータルサポート

(数)【将来性を出す方策】 
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【現在の建設コンサルタントの認知度】 【今後の認知度の向上の有無】 

【経歴別に見た認知度の向上の有無】

【認知度の向上方法】 

2）社会の認知度について 
ａ) 建設コンサルタントの認知度について 

 「建設コンサルタントの会社や業務は、社会に知られていると思うか」の問いには、「思わな

い」が９割を占め、「思う」はわずか２％である。 

 「今後認知度は向上すると思うか」に対しても、約半数の人が「思わない」と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 経歴の違いでみると、異業種経験者は、他に比べると、今後向上すると思っている人が多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 「どのようにすれば社会に知られると思うか」の問いには、「一般への PR」が最も多く、次い

で「社会貢献活動の実施」となっている（下左図）。経歴の違いでみると、異業種経験の人は「オ

ピニオンリーダーの活躍」の意見が多くなっている（下右図）。 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

思わない
90%

思う
2%

未回答
5%

どちらでもない
3%

思う
21%

思わない
51%

どちらでもない
21%

未回答
7%

0 50 100 150 200 250

オピニオンリーダーの活躍

技術情報の発信

社会貢献活動の実施

資格制度等の充実

学会や大学へのPR・交流

一般へのPR

地域密着業務の拡大

民間対象事業への参画

その他

未回答

0 10 20 30 40 50

オピニオンリーダーの活躍

技術情報の発信

社会貢献活動の実施

資格制度等の充実

学会や大学へのPR・交流

一般へのPR

地域密着業務の拡大

民間対象事業への参画

その他

大学卒業後

同業種経験

異業種経験

大学卒業後
思う

22%

思わない

57%

どち らで

もない

21%

同業種経験
思う

22%

思わない

55%

どち らで

もない

23%

異業種経験

思う

31%

思わない

42%

どちらで

もない

27%
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【建設コンサルタントのイメージ】 

ｂ) 建設コンサルタントへのイメージについて 

 「顧客、株主、取引先、家族、学生などの関係者や土木建設産業界から見て、建設コンサル

タントのイメージは良いと思うか」の問いには、「よいとは思わない」が約４割を占め、「よい

と思う」は２割弱である。 

 経歴の違いでみると、異業種経験者は、他の人に比べると、建設コンサルタントのイメージ

が良いという意見が多く、業界の中と外での感覚の違いとして示唆に富む。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

「どのようにすればイメージがよくなると思うか」の問いには、「社会等への PR」の意見が

最も多く、「労働環境の改善」、「認知度の向上」の順に多い。 
経歴の違いでみると、異業種経験者は「単なる受注業者からの脱却」「建設産業自体のイメー

ジ改革」の意見が多い。 

このことは、異業種経験者からの「建設コンサルタントは、イメージがいいのだからもっと

積極的にイメージアップを図っていけ」との強いメッセージとも受け取れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

社会等へのＰＲ

労働環境の改善

認知度の向上

天下り、談合を含む不正問題の廃止

コンプライアンスの徹底

技術力の向上

給与の向上

建設産業自体のイメージ改革

品質向上

実態が悪いため、本質的な改善が必要

単なる受託業者からの脱却

(%)

大学卒業後

同業種経験

異業種経験

0 20 40 60 80 100

社会等へのＰＲ

労働環境の改善

認知度の向上

天下り、談合を含む不正問題の廃止

コンプライアンスの徹底

技術力の向上

給与の向上

建設産業自体のイメージ改革

品質向上

実態が悪いので本質的な改善が必要

単なる受託業者からの脱却

(数)

よいと思う
17%

どちらでもない
36%

未回答
5%

よいとは思わない
42%

大学卒業後

どち らで

もない

38%

よ いとは

思わない

45%

よいと思

う

17%

同業種経験

どちらでも

ない

34%

よ いと思う

13%

よ いとは

思わない

53%

異業種経験

どちらで

もない

42%

よ いと思

う

33%

よいとは

思わない

25%

【建設コンサルタントのイメージアップの方法】
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８．建設コンサルタントの魅力と事業展開の方向性についての大学と 3 社社員の比較 
ここでは、大学と 3 社の社員のアンケート調査結果について「建設コンサルタントの魅力と事

業展開の方向性」を比較した。 

(1)建設コンサルタントの魅力について 

 「建設コンサルタントに魅力を感じるか」の問いには、両方とも５割近い人が魅力を感じて

いるが、魅力を感じないと思っている人は、３社の方が多い。大学には、「感じない」という回

答は無い。大学から見た建設コンサルタントの魅力は、建設コンサルタントが思っている以上

に魅力があると思われているとも言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、「５年前に比べて魅力がどうなっているか」を問うと、５年前に比べて魅力が増してい

ると思っている人は、両方とも 10％程度であるが、魅力がなくなっていると思っている人は、

３社の方が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)建設コンサルタントの魅力を感じる項目と感じない項目 

1)魅力を感じる項目 

 魅力を感じる項目については、大学は「高度な技術を有している」や「仕事内容が面白い」、

「多様な業務を行える」という意見が多く、３社は「仕事が社会に貢献している」「仕事内容が

おもしろい」「多様な仕事を行える」の意見が多い。 

 大学は、魅力を感じる項目として「高度な技術を有している」を回答のトップとしているの

は建設コンサルタントが魅力ある職業としての認識があって、これが大学院における就職にお

いて、建設コンサルタントと知的好奇心を満足させる職業として認知してきている事実とも符

合しているものと思われる。 

 また、両方が、「仕事内容が面白い」「多様な業務を行える」という点を上位に回答している

ことは、建設コンサルタントの魅力を考える上で重要と考える。 

 

感じる

38%

どちらともいえ

ない

44%

大いに感じる

8%あまり感じない

10%

【大学】 大いに感じる
10%

感じる
38%

あまり感じない
21%

感じない
2%

どちらともいえな
い
29%

【３社】 

どちらともいえ

ない

46%

魅力がなくなっ

ている

44%

魅力が増して

いる

10%

【大学】 未回答
4% 魅力が増している

12%

魅力がなくなってい
る

57%

どちらともいえな
い
27%

【３社】
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2）魅力を感じない項目 

 魅力を感じない項目については、両方とも「残業・休日出勤が多い」の意見が最も多く、次

いで「社会に知られていない」や「発注者の指示に追いまくられている」の意見が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）魅力向上に必要な項目 

 「魅力の向上に必要なこと」の問いには、大学では「地位・認知度の向上」や「技術力・提

案力のアップ」「広報」「労働環境の改善」が多く、3社社員では「地位・認知度の向上」が最も

多く、「社会へのＰＲ」「給与の向上」「労働環境の改善」とつづく。 

 

 

 

 

 

 

 

(3)事業展開の方向性について 

 「建設コンサルタントの今後の事業展開の方向性として特に重要ものは」の問いに、両方と

も「課題摘出及び企画提案能力を高め創造型事業への展開」という意見が最も多く、２番目と

しては「発注者支援やマネジメントなどの新しい業態」の意見となっている。 

 大学では、「環境、IT、教育、福祉など新しい分野への展開」の意見が多いが、３社の意見は

少なくなっている。 

 大学からみると、建設コンサルタントの広範な分野での活躍に期待が大きいと言える。 

0 20 40 60 80 100 120 140

業界全体の地位向上

知名度の向上

社会へのPR

給与の向上

労働環境の改善

立場の改善

分野・業態への拡大、異業種との連携

社会貢献

(数)

0 2 4 6 8 10 12

地位・認知度の向上

技術力・提案力のアップ

広報・ＰＲ

労働環境の改善

(数)

【３社】【大学】 

0 5 10 15 20 25

給与水準高い

仕事内容が面白い
顧客や建設産業界に知られている

業界イメージが良い

経営が安定している

社員が優秀

多様な業務を行える

高度な技術を有している
技術提案や工程管理を主体的に出来る

仕事が社会に貢献している

市場に将来性がある

事業展開や技術開発が旺盛

国際的に活躍している

人材育成が充実している

福利厚生がしっかりしている

その他

数

【大学】 
0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

給与水準が高い

仕事内容がおもしろい

顧客や建設産業界に知られている

業界のイメージが良い

経営が安定している

社員が優秀

多様な業務を行える

高度な技術を有している

技術提案や工程管理を主体的に出来る

仕事が社会に貢献している

市場に将来性がある

事業展開や技術開発が旺盛

国際的に活躍している

人材育成が充実している

福利厚生がしっかりしている

その他

【３社】 

0 5 10 15 20 25 30

給与水準低い　

仕事内容が面白くない　

社会に知られていない　

業界イメージが悪い　

経営が厳しい　

会社規模が小さい

顧客や関連産業の中で地位が低い　

残業・休日出勤が多い　

発注者の指示に追いまくられる　

仕事が社会に役立っているかわからない

市場に将来性を感じない

事業展開や技術開発が停滞している

海外進出が遅れている

人材育成が不足している

福利厚生が不足している

その他

数

【大学】 
0 50 100 150 200 250 300 350 400

給与水準が低い

仕事内容がおもしろくない

社会に知られていない

業界のイメージが悪い

経営が厳しい

会社規模が小さい

顧客や関連産業の中で地位が低い

残業・休日出勤が多い

発注者の指示に追いまくられる
仕事が社会に役立っているかわからな

い
市場に将来性を感じない

事業展開や技術開発が停滞している

海外進出が遅れている

人材育成が不足している

福利厚生が不足している

その他

【３社】 
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0 50 100 150 200 250 300 350

従来の調査・計画・設計等業務を拡大する

品質向上に努め社会的責任を果たす

地域密着型事業を拡大し、地域へ貢献する

課題摘出及び企画提案能力を高め創造型事業
へと展開する

異業種連携などを促進し、総合的な対応を可能
にする

発注者支援やマネジメントなど新しい役割を果
たす（新しい業態）

新たな公の一翼を担い、社会や住民への直接
的サービスに参画する

環境、ＩＴ、教育、福祉など新しい分野へ展開す
る（新分野）

海外の事業を拡大する

同業者の再編・統合を促進する

他産業への展開も含む多角経営をめざす

その他

【３社】 0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

従来の調査・計画・設計等業務の拡大

品質向上に努め社会的責任を果たす

地域密着型事業の拡大による地域貢献

課題摘出・企画提案能力向上による創造型事業への展開

異業種連携などの促進

発注者支援やマネジメントなど新しい役割を果たす

社会や住民への直接的サービスに参画する

環 境、ＩＴ、教育、福祉など新しい分野への展開

海外の事業拡大

同業者の再編・統合の促進

他産業への展開も含む多角経営

その他

数
【大学】 


